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研究成果の概要（和文）： 
本研究では、既存研究をベースに導き出した標準化戦略フレームを追試し精緻化した。従来イ
ンテグラル型のアーキテクチャを持ち日系企業が優位とされていた自動車産業や FA 事業にお
ける事例研究では、デジタル化の進展の中で標準化をうまく取り入れ新興国で展開するプラッ
トフォーム戦略が見いだされた。さらに、サービス業への適用可能性を探るべく IT ソフトウ
ェア開発で行ったパイロットスタディでは、開発手法のモジュール化・標準化とインド IT 産
業の発展、欧米企業との協業関係が浮き彫りになった。 
 
研究成果の概要（英文）： 
We reexamined and refined the theoretical framework derived from the previous 
researches. We conducted the additional case studies on the European automotive parts 
maker and the Japanese factory automation network builder. They showed the Platform 
strategies by utilizing standardization can be effective in the emerging countries. And 
furthermore, we conducted a pilot study on the IT software services in India in order to 
explore the applicability of the framework. We found standardization of the software 
development methods and its management has contributed expansion of the India IT 
industry and helped them to gain higher value through the strong collaborative 
relationship with western companies. 
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１．研究開始当初の背景 
これまで標準化をめぐる議論は、デファク

ト・スタンダードにおける成功要因、公的機
関によってお墨付きをもらうデジュール・ス
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タンダードの優位性（Farrell and Saloner 
1988, 山田 1999, 中北 1997, 渡辺・中北
2001）、さらには、公的機関のデメリットを
克服する形態としてのコンソーシアムやフ
ォーラムなどの有効性（山田 1999）などが中
心であった。 
しかし、これらの議論は、他の規格よりも

市場を拡大して標準をとることに重点が置
かれており、企業が如何に標準化をビジネス
に結びつけ、収益を上げるかという視点が薄
かった(江藤 2008）。実際、日本企業はこれま
でその高い技術力を背景に標準化プロセス
をリードしてきたが、そうした努力が必ずし
も収益に結びついていないという事例が多
くみられている(小川 2006、2007、2008）。一
方で、標準化をリードすることなく標準化の
メリットを享受し、ビジネスを拡大している
海外企業も存在している(立本 2007）。 
こうした現象は、製品アーキテクチャの変

化という現象と深く関係していることが指
摘されている（小川 2006、2007、2008、立本
2007、立本・高梨 2008）。標準規格は全体シ
ステムのアーキテクチャのある領域につい
て策定される。標準化された領域はオープン
になり、多くの企業がその分野に参入する。
一方、残された部分はクローズ領域となり、
付加価値が高まる。つまり、標準化には付加
価値をシフトさせる作用がある。こうした付
加価値のシフトを捉え、自社のビジネス領域
をそこにポジショニングし、利益を上げる戦
略はポジショニング戦略と呼ばれる(立本・
高梨 2008）。このポジショニング戦略は、標
準化をリードする企業(リーダー企業)ばか
りでなく、標準化を周辺から見守る周辺企業
においても有効な戦略である。 
本研究は、このような標準化を製品アーキ

テクチャの変化として捉える最近の一連の
研究をさらに深めるためのものである。本研
究の重要性は、製品システムがますます複雑
になり、ネットワーク化されるにつれ、また、
標準化が世界規模で行われるにつれて増し
ている。これまでインテグラルな製品分野で
摺り合わせ能力を発揮してきた日本企業、日
本産業界にとっては、標準化によって製品ア
ーキテクチャがモジュール化するとこれま
での強みが弱みに転じてしまうという問題
に突き当たっている。本研究では、今まであ
まり論じられてこなかったこうしたビジネ
ス界の問題に解を与えるような理論の一般
化を行う。 
 
２．研究の目的 
3 年間に及ぶ本研究の目的は次の 3 つあっ
た。すなわち、①標準化経済性委員会（経
産省主催）にて複数の事例を横断的に考察
して組み立てたコンセンサス標準に関する
理論を追試し、精緻化すること。②事例の背

景にあるモジュール化の実態を把握するこ
と、③これらの枠組みの妥当性をサービス産
業において検証すること、である。 
①については、立本・高梨（2008）におい
て、標準化にどのように関わるかといった企
業の立場と、普及・利益獲得といった標準化
プロセスの 2×2 マトリックス（下図）を作
成し、その具体的な戦略オプションを提示し
たが、必ずしも十分に考察できたわけではな
かった（セル Cに対応する戦略オプションが
出せなかった）。したがって、この概念を他
のケースで追試することで、さらに精緻化す
ることを目指した。 
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業
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周辺企業 

C D 

 
    表 1 戦略マトリックス 
 
②については、①の追試のための事例収集
の前提になるものである。これまで収集した
事例は、モジュール化の典型例である PC 産
業のほか、移動体通信（GSM、Cdma-One）、
セメント、DVD メディアなどであったが、
暗黙の了解としていたモジュール化の実態
を捉える必要がある。①の理論の適応可能
性を探るうえでも重要となる。 
③については、本理論をサービス産業に
も適応可能か、妥当性があるか、といった、
さらに踏み込んだものである。本来、本研
究の基本概念は、製品のアーキテクチャを
ベースに組み立てられているため、サービ
スという無形財を分析するには適切ではな
いかもしれない。しかし、製品イノベーシ
ョンが飽和してサービスイノベーションへ
のシフトがみられる現状では、標準化によ
る製品アーキテクチャの変化、それにとも
なう収益モデルの変化が、サービスイノベ
ーションと組み合わさることによって、ど
のような影響を受け、あるいはサービスイ
ノベーションへどのような影響を与えるの
か、という新たな課題がでてきている。こ
の課題を検討するための仮説を導出するこ
とを目的とした。 

 
３．研究の方法 
上記の目的①に対しては、プロトコルを再
検討し、より精緻な手順を確認したうえで、
事例を収集、検討することとした。ただし、
モジュール化の現象において、国際分業の
シフトが観測されたり、国際標準化の影響



が大きいと判断されたりした場合、海外の
主要企業にも対象を広げることとした。 
目的②については、IDP、即ち Independent 

Development Percentage、という指標を導入
することでモジュール化の進展状況（推移）
を把握することとした。IDP算出には PATOLIS
という特許データベースを用いる。PATOLIS
には 1955 年以降の特許データが蓄積されて
おり、具体的な特許データはキーワードによ
り検索が可能である。たとえば、自動車産業
の IDP は、IDP（Car）＝Patents（Car）/Patents
（All）、PC 産業の IDP は IDP（PC）＝
Patents(PC)/Patents(All)といったように
定義できる。 
目的③については、サービスイノベーシ
ョン等の既存理論のサーベイを実施し、作
業仮説を導出し、パイロット調査を行って、
ケース分析のためのリサーチ設計を行い、
次のステップへの準備を行うこととした。 
 

４．研究成果 
(1) 2×2 マトリックスの精緻化 
左図の 2×2マトリックスにおいて、Cのセ
ルにあたる標準化周辺企業の普及戦略にお
いて十分なオプションを出すことができな
かった点を、既存事例を基に改善し、さらに
精度を高めた。事例として用いたのは、記録
用 DVD のメディア企業、および光ピックアッ
プ（OPU）のサプライヤー企業である。ここ
での標準化周辺企業とは、標準化は主導しな
いものの、標準化によって形成された新市場
や周辺市場に対して自社の事業領域を柔軟
に変化・適応させる標準化周辺企業であり、
記録 DVD のメディア企業および OPU サプライ
ヤーがそれに該当した。その主な戦略は、標
準化リーダーとの協力体制と補完的な標準
化リーダーの発見である。 
① 標準化リーダーとの協力体制：DVD 規格
の標準化を行った DVD フォーラムではソ
ニー、パイオニアが標準化リーダーとし
て活躍した。それに対し、記録用 DVD メ
ディア向けに色素材料を提供していた化
学メーカーは典型的な標準化周辺企業で
あり、三菱化学メディア、太陽誘電、三
井化学が存在した。三菱化学メディアは
パイオニアと、太陽誘電はソニーと協力
体制を構築し、自社が技術的優位にある
色素を前提とした情報を標準化リーダー
に提供し、標準化リーダーからのフィー
ドバックを得た。これにより、この 2 社
は規格に対応した記録メディアを迅速に
市場に導入し、記録用 DVD の普及に大き
な役割を果たした。一方、三井化学は標
準化リーダーではない台湾系光ドライブ
企業などと幅広い関係構築を行おうとし
た。台湾系光ドライブ企業は標準規格に
対応した製品を大量に生産するが、標準

規格を策定する標準化リーダーではない。
このため、標準化リーダーと協力関係を
構築した標準化周辺企業に比べて、関係
構築できなかった企業は生産技術や生産
設備、サプライチェーンの構築に困難が
伴った。 

② 補完的な標準化リーダーの発見：記録用
DVD 規格のもう一つの標準化周辺企業は
光ピックアップ(OPU)のサプライヤー企
業である。OPU は光ドライブの基幹部品
であり、ソニーやパイオニアといった標
準化リーダー企業は OPU を内製していた
が、必ずしも、すべての標準化リーダー
企業が OPU を内製しているわけではなか
った。三洋電機は OPU を内製していない
標準化リーダー企業に OPU を提供するこ
とで強力な部品ビジネスを立ち上げる事
に成功した。さらに、同社の部品ビジネ
スは、プラットフォームビジネスへと発
展した。コンセンサス標準化プロセスに
は、様々な企業が標準化リーダーとして
参加するため、標準化に必要な基幹部品
といえども内製していない企業も存在
する。標準化周辺企業は標準化プロセ
スを注意深く観察することにより、自
社と補完的な関係にある標準化リーダ
ー企業を見つけ出し、関係構築を行う
ことで成功することが出来る。標準規
格普及の観点からいえば、自社で基幹
部品を内製していない標準化リーダー
企業も、補完的な標準化周辺企業の存
在によって、標準規格に対応した製品
を迅速に市場導入することが可能にな
る。すなわち、標準化リーダー企業と
補完的な標準化周辺企業の関係構築は、
標準規格の普及を加速するのである。 

 
以上を踏まえ、下図のように戦略マトリ
ックスを精緻化した。 

表 2 戦略オプション 

 普及戦略 
（普及促進） 

ポジショニング戦略

（利益獲得） 

標
準
化
リ
ー
ダ
ー
企

業 ① オープン度・知財設
定 
② 推進組織の整備 
③ 段階的拡大 
④ ユーザーとサプライ
ヤーの合意形成 

⑤ オープン化と国際分

業 
⑥ ブラックボックス領

域からオープン領域をコ

ントロール 
⑦ 必須特許化とライセ

ンシングによる国際分業

標
準
化
周
辺
企
業 

⑧ 標準化リーダーとの
関係構築 
⑨ 補完的な標準化リー
ダーの発見 

⑩ 上位レイヤーでの位

置取り 
⑪ 下位レイヤーでの位

置取り 
⑫ 上位・下位両レイヤー

での位置取り 



 
(2) モジュール化進展の指標の抽出 
当初計画の特許の IDPによる把握を試みた

が、知財の所在でモジュール化を図ることの
妥当性が薄いことが指摘され、方向を転換せ
ざるを得なくなった。その理由は、知財が必
ずしも有効に活用されているとは限らない
こと（埋蔵特許の可能性がある）、共同出願
の処理の問題、等々である。 
結果、モジュール化進展の指標に関しては

研究の対象として引き続き検討をしている
状況である。 
一方で、モジュール化の現象としての低価

格化に加え、グローバル標準での出口市場と
して BRICSが位置づけられている現象が浮か
び上がり、こうしたグローバルな現象を踏ま
えてモジュール化の進展を把握する必要が
生じている。 
 
(3) 追試の事例 
 既存研究のレビューを通し、インテグラル
なアーキテクチャを持ちながら、電子化とそ
れに関連する標準化によって、モジュール化
の進展が進みつつある産業として自動車産
業と FA 事業を特定し、事例を収集、分析を
行った。対象としたのは、標準化リーダーで
あるボッシュと三菱電機（FA 事業）である。
その際、単なる追試ではなく、①上記(1)に
おいて浮かび上がっていた標準化の普及戦
略と利益獲得戦略の同時進行など密接な関
係の背後には、どのようなメカニズムがある
のか、および、②標準化によってどのような
グローバル展開が可能となり、競争優位につ
ながっているのか、を明らかにすることをも
目的とし、プロトコルにも含めた。 
 
① 自動車産業：自動車はインテグラルなア

ーキテクチャを持ちながら、電子化とそ
れに関連する組み込みソフトウェアの
標準化によって、モジュール化の進展が
進んでいる。その一つが ECU（電子制御
装置）である。欧州部品メーカーのボッ
シュは、ECU における組み込みソフトウ
ェア規格であるAutosarを標準化して欧
州規格とする動きの中で、中心的働きを
している（標準化リーダー）。標準化の
結果を展開するアウトプット市場とし
て中国およびインドなどの新興国を位
置づけている。 

② FA ネットワーク産業：同産業は端末機器
がモジュールとして標準化したネット
ワークで結びつくという構成をとって
いる。その代表的な事例が、三菱電機が
自社規格をオープン標準化した CC-Link
である。同社でも CC-Link をインドや中
国で展開することを目指している。 

 

両社はそれぞれアプローチや背景は異な
るものの、新興国で標準化を利用して事業
拡大を狙っている点で共通する。それは、
自社の技術を閉じ込めたコア・モジュール
と標準化したインターフェース（以下、IF）
からなるプラットフォーム戦略と考えられ
る。 
これらの調査から明らかになったことは、 
各社のプラットフォーム戦略が新興国で有
効に機能しうる主要要件とそのメカニズム
である。要件とは、「インターフェースのマ
ネジメント」「依存性のコントロール」「イン
テグレーション」「コアのシェア」「ターンキ
ーソリューションの提供」「組織」の 6 つで
ある。プラットフォーム提供企業は、「IF の
マネジメント」「依存性のコントロール」に
よるプラットフォームの寡占状態の創出と
「インテグレーション」による価値拡大によ
って、IF を標準化しオープンにしても、自社
の利益を作り出す（利益獲得戦略）。「コアの
シェア」が高ければ、これらはより一層簡単
になる。品質と拡張性を保証したプラットフ
ォームをフルターンキーソリューションと
して提供することで新興国では迅速に普及
しやすくなり、規模を達成することが可能と
なる（普及戦略）。組織はこうした戦略の構
築・実施を支援する。これらの関係を示した
ものが、図 1である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.プラットフォーム戦略のメカニズム 
 
(4)サービス産業におけるパイロットスタデ
ィ 
 本研究では、同理論のサービス産業への適
応可能性を探るため、パイロットスタディを
実施した。選択したサービス業は IT サービ
スであり、対象はインドとした。これまでの
研究調査において、インド IT 産業の発展が
目覚ましいこと、その背景には欧米企業との
協業があることが確認されていたが、それが
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IT における標準化とどのような関係がある
かが課題であった。 
 調査の結果、以下の点が明らかになった。 
① ソフトウェア開発ツールのモジュール化、
標準化、オープンソース化がインド IT 産
業の発展に寄与していること：アスペク
ト手法からオブジェクト手法へ発展は開
発作業のモジュール化を促した。さらに、
JAVA やその他の言語に加え、CMMI などの
マネジメント手法の標準化、および、
Linux や最近ではアンドロイド・プラッ
トフォームなどのオープンソースが分散
開発を促進し、オフショア開発、アウト
ソーシング開発を発展させた。その委託
先としてインド IT 産業が発展してきた
のである。 

② 欧米企業の多くは、英語という共通言語
と移民政策を活用して、早くからインド
人 IT 人財を内部に取り入れており、彼ら
の帰国組がインド IT 産業の土台となっ
ていること 

③ 欧米企業との協業関係は、インドのハー
ドウェアにおける弱点の克服に寄与し、
ハードウェアにおける知識集積もインド
IT では進んでいること。それによって、
インド IT 産業は付加価値の高いサービ
スへと転換しつつあること。 

④ インドの IT 基盤を大々的に活用しよう
としている日系企業の存在：日本のソフ
トウェア開発におけるアウトソーシング
またはオフショア開発は、中国が中心で
あり、いまだに欧米企業に比較すると規
模が小さい。その背景には、自前主義的
開発志向、協業関係の構築に対するデメ
リット（膨大な取引コスト）などの克服
が必要となろう。ソフトウェアのソース
コードが爆発的に拡大している現状下で、
これらは喫緊の問題である。その一方で、
日系企業の中でもインド IT 基盤を活用
しようとする動きも、自動車、エレクト
ロニクス産業で出てきている。 

などである。 
 今後、IT ソフトウェア開発におけるモジュ
ール化・標準化と、インド IT 産業発展の関
係、および、日系企業のソフトウェア開発の
協業体制との関係、については、定量分析と
事例分析を実施し、理論の検証と精緻化を継
続していく予定である。 
 
 以上、「標準化戦略 国際ダイナミズムの
中でのビジネスモデル」というタイトルで
行った本研究は、同研究助成金のもとで多
くの成果を上げることができた。それらは、
理論的貢献に加え、実社会での企業活動に
何らかの示唆を与えるものと期待する。ま
た、その過程では、当初予期しなかった不
備もあったが、それらを含め、今後の研究

活動に続く多くの課題も引き出すことがで
きた。 
 ここに心から感謝申し上げる。 
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